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母体保護法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知） 

 

 母体保護法施行規則の一部を改正する省令（平成 27年厚生労働省令第 26号）

が本日付けで公布、施行され、母体保護法施行規則（昭和 27 年厚生省令第 32

号。以下「規則」という。）の一部が改正されたところですが、改正の趣旨等は

下記のとおりですので、御了知の上、貴管内の関係者に対して遅滞なく周知し、

その運用に遺漏のないよう配意願います。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

   母体保護法（昭和 23 年法律第 156 号。以下「法」という。）第 15 条第２

項に規定する受胎調節実地指導員に係る認定講習（以下「認定講習」とい

う。）については、規則第 17 条第１号において、認定講習の認定基準とし

てその受講資格は助産師、保健師又は看護師である旨が規定されている。 

   一方、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）第 20 条第１号

に規定する学校及び同条第２号に規定する助産師養成所（以下「助産師学

校等」という。）については、助産師の養成課程の教育内容が認定講習の科

目に適合するため、その多くが認定講習の認定を受けているところである。 

    このように、助産師の多くについては、助産師の養成課程の中で受胎調

節実地指導員に必要な知識を学んでおり、新たな知識の修得を目的として

認定講習を受講する必要性が乏しいため、認定講習の認定を受けている助



産師学校等に在学し、助産師として必要な知識及び技能を修得中の者につ

いては、当該助産師学校等が実施する認定講習を受講できることとした。 

     

第２ 改正の内容 

 １ 助産師学校等が認定講習の実施者である場合は、保健師、助産師及び看

護師に加え、当該助産師学校等に在学し、助産師として必要な知識及び技

能を修得中の者も認定講習の受講資格を有することとすること。（規則第 17

条第１号関係） 

 ２ その他所要の改正を行うこと。（規則第 16 条関係） 

 

第３ 留意事項 

 １ 助産師学校等に在学中の者を認定講習の受講対象者とすることとした助

産師学校等は、規則第 16 条第６号の「受講者の受講資格」に変更があった

こととなるため、規則第 18 条に基づき、すみやかに当該認定講習の認定を

受けた都道府県知事に変更の届出を行わなければならないこと。 

 

２ 認定講習の認定を受けている助産師学校等に在学し、助産師として必要な

知識及び技能を修得中の者については、当該助産師学校等においてその認定

講習に適合する教科内容における各授業科目の課程を終了し、かつ成績審査

に合格した時点で認定講習を終了したこととなること。したがって、当該助

産師学校等は、その認定講習に適合する教科内容を終了した者に対しては、

当該助産師学校等を卒業しなくとも認定講習の終了を証する書面を交付す

る必要があることに留意すること。 

なお、受胎調節実地指導員の指定を受ける要件は、助産師、保健師又は看

護師の免許を有すること及び認定講習を終了したことであるため、例えば、

当該助産師学校等において認定講習に適合する教科内容を終了したが、助産

師免許を取得するに至らなかった場合でも、看護師免許を取得するに至った

場合については、法第 15 条第２項に基づき受胎調節実地指導員の指定を受

けることができることに留意すること。 

 

第４ 施行期日 

この省令は、公布日（平成 27 年２月 27 日）から施行すること。 

 


